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Q９）私立幼稚園の利用者負担はどうなるのですか。また、それはいつ決まるのでしょうか。

新制度における利用者負担は、国で定める基準を限度として、各市町村が定めることとしており、同
一市町村内で教育標準時間認定を受けて私立幼稚園に通う子どもの利用者負担額は、同じ所得状況
であれば、同じ額となります。
具体的には、新制度における利用者負担の水準は、入園料に毎月の保育料を加えた額の全国平均
（私立幼稚園は年額308,000 円、月当たり25,700 円）と就園奨励事業の国の補助基準（保育料・入園料
の全国平均を基に所得段階別に設定）を踏まえ、補助を受けた後の「実費負担額」をベースに設定する
こととしており、全国を平均すると、現行と比べて利用者負担が重くなることは、基本的にはないものと
考えます。
国基準は最終的には平成２７年度の予算編成過程で決定されますが、各市町村では現行制度ベー
スの「実費負担額」の水準をもとに、各市町村における利用者負担額の検討を進めることとなります。
なお、地域的には、全国平均よりも低額な保育料を設定しているケースも想定されることから、新制度
に移行した際、現在、市町村が定める利用者負担額よりも低い保育料を設定している幼稚園について
は、新制度への円滑な移行の観点から、一定の要件の下で経過措置を講ずることとしています。
また、各私立幼稚園では、現行制度ベースの「実費負担額」の水準（各市町村が定める額が決まって
いる場合は当該市町村が定める額）を前提として、公定価格では賄うことができない費用等がある場合
には、その額や徴収方法などを検討し、園児募集の際に保護者に説明した上で、「上乗せ徴収」として
徴収することとなります。（新制度での上乗せ徴収は、理由の開示と保護者への説明・同意が条件）。



Ｑ６）公立幼稚園を設置する市町村は、公立幼稚園に係る施設型給付の額や利用者負担
を定めることとなりますが、私立幼稚園と同じにしなければならないのでしょうか。

施設型給付における国の定める公定価格及び利用者負担の基準は、私立施設に関する国・都道府県と
の負担金の精算の基準となることを踏まえ、国・都道府県の負担金が法定されている私立施設について
定めることとしており、その際には、私立の幼稚園や保育所における費用実態等を勘案して設定すること
としています。
公立施設については施設型給付費の財源のすべてが市町村の公費負担となるものであることなどを踏
まえ、国としては公立施設用の公定価格や利用者負担基準を定めることは予定していません。
公立幼稚園の施設型給付の額の設定については、設置者かつ財源負担者であるそれぞれの市町村に
おける現状の費用の実態や新制度での費用の見込み、公立施設としての役割・意義、公私間のバランス
等を考慮し、判断すべきものと考えています。
また、公立幼稚園の利用者負担の設定についても、それぞれの市町村における現行の利用者負担水準
を踏まえつつ、新制度への円滑な移行のための観点や、公立施設の役割・意義、幼保・公私間のバランス
等を考慮し、判断すべきものと考えています。
なお、新制度における公立幼稚園の地方財政措置のあり方については、現行の地方財政措置の水準を
ベースとしつつ、消費税収等による「質の改善」による財源確保の状況なども踏まえ、今後、関係省庁と相
談してまいります。


